
議
員
提
出
第
七
号
議
案

地
方
財
政
の
充
実
・
強
化
を
求
め
る
意
見
書

地
方
自
治
体
は
、
子
育
て
支
援
策
の
充
実
と
保
育
人
材
の
確
保
、
高
齢
化
が
進
行
す
る
中
で
の
医
療
・
介

護
な
ど
の
社
会
保
障
へ
の
対
応
、
地
域
交
通
の
維
持
な
ど
、
果
た
す
役
割
が
拡
大
す
る
中
で
、
人
口
減
少
対

策
を
含
む
地
方
版
総
合
戦
略
の
実
行
や
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
へ
の
対
応
、
大
規
模
災
害
を
想
定
し
た
防
災
・

減
災
事
業
の
実
施
な
ど
、
新
た
な
政
策
課
題
に
直
面
し
て
い
る
。

一
方
、
地
方
公
務
員
を
は
じ
め
と
し
た
公
的
サ
ー
ビ
ス
を
担
う
人
材
が
限
ら
れ
る
中
で
、
新
た
な
ニ
ー
ズ

へ
の
対
応
と
細
や
か
な
公
的
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
困
難
な
状
況
と
も
な
っ
て
お
り
、
人
材
確
保
を
進
め
る
と

と
も
に
、
こ
れ
に
見
合
う
地
方
財
政
の
確
立
が
必
要
で
あ
る
。

政
府
の
「
骨
太
二
〇
一
八
」
で
は
「
地
方
の
一
般
財
源
総
額
に
つ
い
て
二
〇
一
八
年
度
地
方
財
政
計
画
の

水
準
を
下
回
ら
な
い
よ
う
実
質
的
に
同
水
準
を
確
保
す
る
」
と
さ
れ
、
二
〇
一
九
年
度
の
地
方
財
政
計
画
で

も
、
一
般
財
源
総
額
は
六
十
二
兆
七
千
七
十
二
億
円
（
前
年
比
＋
一
．
○
％
）
と
な
り
過
去
最
高
水
準
と
な

っ
た
。

し
か
し
、
一
般
財
源
総
額
の
増
額
分
も
、
保
育
の
無
償
化
な
ど
の
国
の
政
策
に
対
応
す
る
財
源
を
確
保
し

た
結
果
で
あ
り
、
社
会
保
障
費
関
連
を
は
じ
め
と
す
る
地
方
の
財
政
需
要
に
対
応
す
る
に
は
、
さ
ら
な
る
地

方
財
政
の
充
実
・
強
化
が
求
め
ら
れ
る
。

よ
っ
て
、
国
会
及
び
政
府
に
お
か
れ
て
は
、
二
〇
二
〇
年
度
の
政
府
予
算
と
地
方
財
政
の
検
討
に
当
た
っ

て
は
、
歳
入
・
歳
出
を
的
確
に
見
積
も
り
、
人
的
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
の
社
会
保
障
予
算
の
充
実
と
地
方
財
政

の
確
立
を
め
ざ
す
こ
と
が
肝
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
次
の
措
置
を
講
じ
る
よ
う
強
く
求
め
る
。

一

社
会
保
障
、
災
害
対
策
、
環
境
対
策
、
地
域
交
通
対
策
、
人
口
減
少
対
策
な
ど
、
増
大
す
る
地
方
自
治

体
の
財
政
需
要
を
的
確
に
把
握
し
、
こ
れ
に
見
合
う
地
方
一
般
財
源
総
額
の
確
保
を
図
る
こ
と
。

二

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
、
地
域
医
療
の
確
保
、
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
、
生
活
困
窮

者
自
立
支
援
、
介
護
保
険
制
度
や
国
民
健
康
保
険
制
度
の
見
直
し
な
ど
、
急
増
す
る
社
会
保
障
ニ
ー
ズ
へ

の
対
応
と
人
材
を
確
保
す
る
た
め
の
社
会
保
障
予
算
の
確
保
及
び
地
方
財
政
措
置
を
的
確
に
行
う
こ
と
。

と
り
わ
け
、
幼
児
教
育
の
無
償
化
に
伴
う
地
方
負
担
分
の
財
源
確
保
を
確
実
に
図
る
こ
と
。

三

「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事
業
費
」
と
し
て
確
保
さ
れ
て
い
る
一
兆
円
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
同

規
模
の
財
源
確
保
を
図
る
こ
と
。

四

二
〇
二
〇
年
度
か
ら
始
ま
る
会
計
年
度
任
用
職
員
の
処
遇
改
善
の
た
め
の
財
源
確
保
を
図
る
こ
と
。

五

森
林
環
境
譲
与
税
の
譲
与
基
準
に
つ
い
て
は
、
地
方
団
体
と
協
議
を
進
め
、
林
業
・
木
材
産
業
の
盛
ん

な
自
治
体
へ
の
譲
与
額
を
増
大
さ
せ
る
よ
う
見
直
し
を
進
め
る
こ
と
。

六

地
域
間
の
財
源
偏
在
性
の
是
正
の
た
め
、
偏
在
性
の
小
さ
い
所
得
税
・
消
費
税
を
対
象
に
国
税
か
ら
地

方
税
へ
の
税
源
移
譲
を
行
う
な
ど
、
抜
本
的
な
解
決
策
の
協
議
を
進
め
る
こ
と
。

同
時
に
、
各
種
税
制
の
廃
止
、
減
税
を
検
討
す
る
際
に
は
、
自
治
体
財
政
に
与
え
る
影
響
を
十
分
検
証

し
た
上
で
、
代
替
財
源
の
確
保
を
は
じ
め
、
財
政
運
営
に
支
障
が
生
じ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
対
応
を
図
る

こ
と
。

七

地
方
交
付
税
の
財
源
保
障
機
能
・
財
政
調
整
機
能
の
強
化
を
図
り
、
市
町
村
合
併
の
算
定
特
例
の
終
了

を
踏
ま
え
た
新
た
な
財
政
需
要
の
把
握
、
小
規
模
自
治
体
に
配
慮
し
た
段
階
補
正
の
強
化
な
ど
の
対
策
を

講
じ
る
こ
と
。

八

依
然
と
し
て
四
兆
円
規
模
の
財
源
不
足
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
地
方
交
付
税
の
法
定
率
を
引
き
上
げ
、
臨

時
財
政
対
策
債
に
頼
ら
な
い
地
方
財
政
を
確
立
す
る
こ
と
。

九

自
治
体
の
基
金
残
高
を
、
地
方
財
政
計
画
や
地
方
交
付
税
に
反
映
さ
せ
な
い
こ
と
。

右
、
地
方
自
治
法
第
九
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
意
見
書
を
提
出
す
る
。

令
和
元
年
七
月
三
十
一
日
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